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【第 1 問】 次の設例に基づいて、下記の各問(《問 1》〜《問

3》)に答えなさい。 

 
 



《問1》 はじめに、Mさんは、Aさんに対して、公的年金制度から

の老齢給付について説明 した。Mさんが説明した以下の文章の空欄

①〜③に入る最も適切な語句または数値を、 下記の〈語句群〉の

イ〜トのなかから選び、その記号を解答用紙に記入しなさい。 

  

「報酬比例部分のみの特別支給の老齢厚生年金の支給開始年齢は、

順次引き上げられており、( ① )年 4 月 2 日以後生まれの男性から

は支給がありません。A さんは、 原則として、65 歳から老齢基礎

年金および老齢厚生年金を受給することになります。 なお、A さん

が希望すれば、60 歳以上 65 歳未満の間に老齢基礎年金の繰上げ支

給を請求することができます。仮に、A さんが 62 歳 0 カ月で老齢基

礎年金の繰上げ支給を請求した場合の減額率は( ② )%となりま

す。A さんが老齢基礎年金の繰上げ支給の請求をする場合、同時に

老齢厚生年金の繰上げ支給の請求を( ③ )」 

 

 

 

 

  



【答え】  

①特別支給の老齢厚生年金は、男性では生年月日が昭和 36 年 4 月 2

日以降の人、女性では 5 年遅れで生年月日が昭和 41 年 4 月 2 日以

降の人には支給されません。 

支給開始年齢については、 

生年月日(女性は表記より 5 年遅れ) 支給年齢 

昭和 28 年 4 月 1 日以前 60 

昭和 28 年 4 月 2 日〜昭和 30 年 4 月 1 日 61 

昭和 30 年 4 月 2 日〜昭和 32 年 4 月 1 日 62 

昭和 32 年 4 月 2 日〜昭和 34 年 4 月 1 日 63 

昭和 34 年 4 月 2 日〜昭和 36 年 4 月 1 日 64 

 

従って、正解は『①ニ.1961(昭和36)』です。 

②③老齢厚生年金の繰上げ受給を請求する場合には、老齢

基礎年金の繰上げ請求も同時に行わなければなりません。

これにより、受給開始年齢は原則として 65 歳となっていま

すが、60 歳から 64 歳の中でも受給時期を選ぶことができ

ます。その際、繰り上げた月数×0.5%が老齢厚生年金額か

ら減額となります。 

 

62 歳で繰り上げ受給を請求した場合には、65 歳よりも 3 年早く受

給することになりますので、 

3×12 ヶ月×0.5%=18.0% 

 

従って、正解は『②ロ.18.0 ③へ.行わなければなりません』で

す。 

 

  



《問2》 次に、Mさんは、Aさんに対して、X社の継続雇用制度を利

用しなかった場合の社会保険の取扱い等について説明した。Mさん

が説明した次の記述1〜3について、適切なものには○印を、不適切

なものには×印を解答用紙に記入しなさい。  

 

1 「Aさんが60歳でX社を定年退職し、厚生年金保険の被保険者でな

くなった場合、妻Bさんは、国民年金の第3号被保険者から第1号被

保険者への種別変更の届出を行い、60歳になるまでの間、国民年金

の保険料を納付することになります」  

 

2 「Aさんは、所定の手続を行うことにより、退職日の翌日から最

長で2年間、全国健康保険協会管掌健康保険に任意継続被保険者と

して加入することができます。任意継続被保険者の保険料は、在職

時と同様、事業主と被保険者の折半となります」 

 

3 「A さんが 60 歳で X 社を定年退職し、雇用保険から基本手当を受

給する場合、基本手当の所定給付日数は 300 日となります。基本手

当の受給期間は、原則として、離職した日の翌日から 1 年間です

が、定年退職の場合は最長 1 年間の受給期間延長を申し出ることが

できます」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



【答え】 

1.適切◯ 

厚生年金保険や共済年金加入者である第 2 号被保険者の被扶養配偶

者は、第 3 号被保険者に区分されます。 

第 2 号被保険者が定年退職や自営業への転職などの理由で保険者資

格を失った場合、第 3 号被保険者資格も失ってしまいますので、国

民年金の第 1 号被保険者への切り替えが必要です。 

 

 

2.不適切☓ 

任意継続被保険者とは、健康保険の被保険者資格を喪失した日の前

日まで、継続して２ケ月以上加入し、退職後２０日以内に申請を行

うことにより、退職後 2 年間は自己負担により健康保険に加入可能

です。 

 

3.不適切☓ 

雇用保険では、雇用保険の受給期間は、離職の日の翌日から起算し

て 1 年間の受給が可能です。 

(受給期間中に病気、ケガ、妊娠、出産、育児等で引き続き 30 日以

上働くことができない場合は最長 3 年間まで延長できる) 

 

被保険者期間や年齢、退職理由などによりに、給付日数が異なりま

す。 

一般の離職者の場合には、被保険者期間が 20 年以上で、最長 150

日の給付が受けられます。 

また、60 歳以上で定年退職によって離職する場合には、最長 2 年間

の受給期間の延長も可能です。 

一般の離職者（自己都合、定年退職） 

年齢  期間 1年以上〜 

10年未満 

10年以上〜 

20年未満 

20年以上〜 

全年齢 ９０日 １２０日 １５０日 

 



《問3》 Aさんが、60歳でX社を定年退職し、その後再就職およびX

社の継続雇用制度を利用しない場合、原則として65歳から受給する

ことができる老齢基礎年金および老齢厚 生年金の年金額(2019年度

価額)を計算した次の<計算の手順>の空欄①〜④に入る 最も適切な

数値を解答用紙に記入しなさい。計算にあたっては、《設例》の<A

さん とその家族に関する資料>および下記の<資料>に基づくこと。

なお、問題の性質上、明らかにできない部分は「□□□」で示して

ある。 

 



 
 

 

【答え】 

①老齢基礎年金の計算方法は、 

満額の年金額×(保険料納付済み期間＋免除期間)÷480 月(40 年×

12 ヶ月) 

A さんの場合には保険料納付済み期間は 60 歳まで納付することを仮

定すると 216 月＋283 月で 499 月ですが、保険料納付済期間の対象

年齢は 20 歳から 60 歳までの期間となりますので、18 歳から納付し

ている A さんの場合には、社会人となる 18 歳の 4 月から、誕生日

である 11 月の前月 10 月までの 7 ヶ月と 19 歳の 12 ヶ月を引いて、 

480 月が納付済期間となります。 

計算すると 

780,100×480÷480=780,100 

円未満四捨五入により老齢基礎年金額は 780,100円 

 

従って、正解は『①780,100』です。 

 



(1)報酬比例部分の額=(a)+(b) 

 
 

ⓐ 2003年3月以前の期間分 

平均標準報酬月額× 7.125 ÷1,000 ×2003年３月以前の被保険者

期間の月数  

28万円×7.125÷1,000×216=430,920円 

 

ⓑ 2003年４月以後の期間分 

平均標準報酬月額× 5.481 ÷1,000 ×2003年４月以後の被保険者

期間の月数 

40万円×5.481÷1,000×283=620,449.2円  

 
ⓐ＋ⓑ 

430,920円＋620,449円=1,051,369円 

 

(1)報酬比例部分の額=1,051,369円② 

 

経過的加算額 

(2)経過的加算額（円未満四捨五入）＝1,626円×被保険者期間の月

数－780,100円×1961 年４月以後で 20 歳以上 60 歳未満の厚生年金

保険の被保険者期間の月数÷480  

 

 

被保険者期間の月数は 480 月です。 

1961 年４月以後で 20 歳以上 60 歳未満の厚生年金保険の被保険者期

間の月数も 1966 年生まれである A さんの場合には 480 月となりま

す。 

1,626円×480 月-780,100円×480 月÷480 月=380 

      (780,480-780,100) 

 

経過的加算額=380円③ 



(3)基本年金額=1,051,369円(報酬比例部分の額)＋380円(経過的加

算額)=1,051,749円 

 

(4)加給年金は、厚生年金保険の被保険者期間が 20 年以上ある方

が、65 歳到達時点で、その方に生計を維持されている配偶者または

子(18 歳になって最初の 3 月 31 日まで)がいるときに加算されま

す。 

 
A さんの厚生年金保険の被保険者期間は 18 歳から 60 歳までの 41 年

と 7 ヶ月です。 

妻 B さんは第 3 号被保険者として A さんに扶養されていることか

ら、A さんに生計を維持されていますので、加給年金（390,100

円）の支給対象です。 

 

(5)老齢厚生年金の年金額 

1,051,749円(基本年金額)＋390,100円(加給年金)=1,441,849円 

 

老齢厚生年金の年金額=1,441,849円④ 

 

従って、正解は『①780,100 ②1,051,369円③380円④1,441,849円 

』です。 

  



【第 2 問】 次の設例に基づいて、下記の各問(《問 4》〜《問

6》)に答えなさい。 

 
 

 

 



《問4》 はじめに、Mさんは、Aさんに対して、《設例》のデータ

に基づいて、X社および Y社の投資指標について説明した。Mさんが

説明した以下の文章の空欄①、③、④に 入る最も適切な数値を解

答用紙に記入しなさい。空欄2は、解答用紙の「X社/Y社」 のいず

れかから選び、○印で囲みなさい。なお、計算結果は表示単位の小

数点以下第3位を四捨五入し、小数点以下第2位までを解答するこ

と。  

 

I 「ROEが高い水準で推移していれば、一般に当該企業の収益性は

高いと判断できま す。X社のROEは( ① )%であり、Y社との比較で

は、( ② )のほうが収益性は高いと判断できます」  

 

II 「X社のPERは( ③ )倍です。一般にPERが高いほど、株価は割高

といえます」  

 

III 「株主還元率として一般に用いられる指標に配当性向がありま

すが、X社の配当性向は( ④ )%であり、Y社がX社を上回ります。ま

た、株式投資の利回りの指標となる配当利回りについても、Y社がX

社を上回ります」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



【答え】 

1.ROEとは自己資本(純資産)に対して、どれだけ利益を上げたのか

を表した指標のことです。式は 

ROE(%)＝当期純利益÷自己資本×100 

 

・ROEが高い＝効率よく利益を上げている 

 

・X社の当期純利益は280億円 

・自己資本は純資産の金額と同じであると記載があるので、X社の

自己資本2,100億円 

 

X社ROE=280億÷2,100億×100=13.333… 

四捨五入により13.33%① 

 

・Y社の当期純利益は120億円 

・Y社の自己資本は1,100億円 

 

Y社ROE=120億÷1,100億×100=10.909… 

四捨五入により10.91% 

 

従って、収益性が高いのはX社② 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



2.PERとは、株価が1株当たり純利益の何倍になっているかを表した

指標です。計算式は 

 

PER(倍)＝株価÷1株当たり当期純利益(EPS) 

EPS(1株当たり当期純利益)=当期純利益÷発行済株式数 

・PERが高いほど割高 

・PERが低いほど割安 

 

X社の株価730円 

1株あたりの純利益=280億÷4億=70 

 

X社PER＝730円÷70=10.4285… 

小数点以下第3位を四捨五入により10.43 

 

X社のPER=10.43倍③ 

 

3.配当性向とは会社の純利益に対して、どれくらい株主に配当した

のかを示す指標。 

 

配当性向＝１株当たり配当÷１株当たり当期純利益×100 

  ・純利益に対する配当金の割合 

資料より、X社の1株あたりの配当金は20円 

1株あたりの当期純利益(EPS)=70 

 

X社の配当性向＝20÷70×100=28.571… 

小数点以下第3位を四捨五入により28.57%④ 

 

Y社の1株あたりの配当金は30円 

Y社EPS=120億÷1億5千万=80 

 

Y社の配当性向=30÷80×100=37.5% 

従ってY社がX社を上回っている。 

 

従って、正解は『①13.33%②X社③10.43倍④28.57%』です。 

  



《問5》 次に、Mさんは、Aさんに対して、NISA口座におけるロー

ルオーバー等について説明した。Mさんが説明した以下の文章の空

欄①〜③に入る最も適切な語句または数 値を、下記の〈語句群〉

のイ〜チのなかから選び、その記号を解答用紙に記入しなさい。  

 

I 「Aさんは、開設1年目にNISA口座で購入した上場株式を2019年1

月にNISA口座に設定された非課税管理勘定にロールオーバーし、引

き続き、当該株式をNISA口座で保有しています。一般NISAの2014年

分の非課税投資枠は( ① )万円が上限でした。仮に、2014年中に

NISA口座で購入した上場株式の非課税期間終了時の時価が70万円で

あったとした場合、ロールオーバー後に2019年分の非課税管理勘定 

に新規投資で受け入れることができる金額の上限は( ② )万円とな

ります」  

 

II 「A さんは、ロールオーバーせずに、当該上場株式を特定口座に

移管することもできました。仮に、2014 年分の非課税管理勘定で購

入した上場株式を特定口座に移管していた場合、当該特定口座にお

ける取得価額は( ③ )の時価となっていまし た」 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



【答え】 

①NISA の非課税投資枠は 2016 年分以降 120万円となっています。 

2014 年分の非課税投資枠は 100万でした。 

 

②ロールオーバーとは、非課税期間満了に伴い、翌年の NISA口座

へ資産を移すことにより、非課税期間をさらに 5 年間繰り越すこと

です。 

NISA口座での限度額は 120万円ですので、70万円をロールオーバ

ーすると、新規に受け入れられる金額は 50万円となります。 

 

名称 年間投資上限 非課税期間 対象年齢 

NISA 120万円 5年 20歳以上 

ジュニアNISA 80万円 5年 20歳未満 

つみたてNISA 40万円 20年 20歳以上 
 

従って、正解は『①ホ、100 ②ハ、50』です。 

 

③ロールオーバーの手続きをしなかった場合に、特定口座を開設し

ている人は特定口座へ、特定口座を開設していない人は一般口座

へ、自動的に移管されます。 

その際の所得価額は、非課税期間終了時の時価になります。 

 

従って、正解は『③チ、非課税期間終了時』です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



《問6》 最後に、Mさんは、Aさんに対して、各種のアドバイスを

行った。Mさんがアドバ イスした次の記述①〜③について、適切な

ものには○印を、不適切なものには×印を解答用紙に記入しなさ

い。 

  

① 「<財務データ>から自己資本比率は、X社よりもY社のほうが高

いと判断できます。一般に、自己資本比率が高いことは、総資本に

対する負債の比率が低いことでもあり、財務基盤の強さを示してい

るといえます」  

 

②「長期の積立・分散投資を前提とした資産運用の方法として、つ

みたてNISAの利用が考えられます。つみたてNISAを利用してX社株

式を購入する場合、非課税投資枠は年間40万円となります」  

 

③ 「NISA口座内の上場株式を課税口座に払い出せば、その後、当

該株式の譲渡損益は損益通算の対象になります。課税口座に払い出

すことが有利であるか否かは、その後の価格変動や他の取引等の状

況により異なります」  

 

  



【答え】 

①不適切☓ 

自己資本比率とは、総資本のうちのどの程度が自己資本でまかなわ

れているかを示す指標で、数値が高いほど負債の割合は低く、財務

の健全性は高いと判断できます。 

自己資本比率=自己資本÷総資産×100 

 
 

X 社自己資本比率=2,100億÷7,100億×100=29.577…  

四捨五入により 29.58% 

 

Y社自己資本比率=1,100億÷4,800億×100=21.916…  

四捨五入により 21.92% 

 

従って、X社の方が自己資本比率は高い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



②不適切☓ 

つみたて NISA では一定要件を満たす株式投資信託、ETF を投資対象

としており、一般株式の購入はできません。 

年間の投資上限は 40万円です。 

名称 年間投資上限 非課税期間 対象年齢 

NISA 120万円 5年 20歳以上 

ジュニアNISA 80万円 5年 20歳未満 

つみたてNISA 40万円 20年 20歳以上 
 

 

 

 

③適切◯ 

原則として NISA での損益は、他の一般口座や特定口座内の上場株

式の配当金や投資信託の分配金や譲渡益との損益通算ができませ

ん。 

しかし、課税口座へ払い出しを行うことで、その後の譲渡損益につ

いては、損益通算の対象となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



【第 3 問】 次の設例に基づいて、下記の各問(《問 7》〜《問

9》)に答えなさい。 

 
 

 

 



《問 7》 A さんが X 社から受け取った退職金に係る退職所得の金

額を計算した下記の計算式 の空欄①〜③に入る最も適切な数値

を、解答用紙に記入しなさい。なお、A さんは、 これ以外に退職手

当等の収入はなく、障害者になったことが退職の直接の原因ではな

いものとする。また、問題の性質上、明らかにできない部分は「□

□□」で示してある。 

 

 

<退職所得控除額>  

800万円+( ① )万円×(□□□年-20年)=( ② )万円  

 

<退職所得の金額>  

(2,500万円-( ② )万円)×□□□=( ③ )万円 

 

 

 

【答え】 

退職所得の計算方法は 

退職所得＝(退職で得た収入-退職所得控除)×1/2 

 

勤続年数 退職所得控除額 

20年以下 40万×勤続年数（最低80万円） 

20年超 70万円×（勤続年数‐20年）＋800万円 

 

AさんはX社からの退職金として2,500万円の支給を受けています。 

Aさんの勤続年数は36年5ヶ月です。 

勤続年数が1年に満たない端数が生じた場合には、1年に切り上げま

すので、37年となります。 

 

退職所得控除=800万円＋70万円①×(37年−20年) =1,990万円② 

       (800万円＋1,190万円)  

 

退職所得の金額=(2,500万円-1,990万円)×1/2=255万円③ 

 

従って、正解は『① 70 ② 1,990万円 ③ 255 』です。 



《問8》 Aさんの2019年分の所得金額について、次の①、②を求

め、解答用紙に記入しなさい(計算過程の記載は不要)。〈答〉は万

円単位とすること。  

 

① 総所得金額に算入される一時所得の金額  

② 総所得金額 

 

 

 
 

  



【答え】 

総所得金額の計算では、総合課税の所得を合算し、損益通算して算

出します。 

A さんの場合には 

給与収入：700万円 

 

不動産収入：▲100万円(損失の金額100万円のうち、土地等の取得

に係る負債の利子10万円を含む。) 

 

一時所得(満期保険金)：500万円 

 

X社退職金:2,500万円 

 

 

①総所得金額に算入される一時所得の金額 

・一時所得 

一時所得の金額＝総収入金額‐その収入を得るために支出した金

額-特別控除額（最高50万円） 

※総合課税においては 1/2 を合算する 

 
 



満期保険金として500万円を受け取っていますが、その収入を得る

ための払込済み保険料が400万円となっていますので、 

 

Aさんの一時所得＝500万円-400万円-50万円=50万円 

 

総所得金額に算入する場合には1/2の金額となりますので、25万円 

従って、① 25万円。 

 

 

 

②総所得金額 

一時所得以外の収入も計算していきます。 

 

・給与所得 

給与所得=給与収入−給与所得控除額 

A さんは 700万円の給与収入で、給与所得控除額は資料より、収入

金額×10%＋120万円となります。 

 

700万円−(700万円×10%＋120万円)=510万円 

 

・不動産所得 

不動産所得では土地取得のための借入金の利子（建物はOK）は損益

通算できません。 

従って▲90万円 

 

退職金は分離課税ですので、総所得の計算には含みません。 

 

 

従って 510万円(給与所得)-90万円(不動産所得)＋25万円(一時所

得)=445万円 

 

総所得金額=445万円② 

  



《問9》 Aさんの2019年分の所得税の課税に関する次の記述①〜③

について、適切なものには○印を、不適切なものには×印を解答用

紙に記入しなさい。  

 

① 「Aさんは、退職所得の受給に関する申告書をX社に提出してい

るため、退職金の支給の際に退職金の額の20.42%の所得税および復

興特別所得税が源泉徴収されていますが、確定申告をすることによ

り、当該税額を精算することができます」  

 

② 「A さんが適用を受けることができる配偶者控除の控除額は、38

万円です」  

 

③ 「A さんが適用を受けることができる扶養控除の控除額は、63

万円です」 

 

 

 

 

【答え】 

①不適切☓ 

退職所得の受給に関する申告書を提出していない場合には、退職金

に対して一律20.42%の源泉徴収が行われるため、確定申告を行い適

正な税額との差額を清算する必要があります。 

退職所得の受給に関する申告書を提出した場合には、適正な税額が

源泉徴収されるため確定申告の必要はありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



②適切◯ 

配偶者控除では納税者と生計を一にする配偶者で、 

・配偶者の合計所得金額が 38万円以下(年収 103万円以下) 

・納税者本人の合計所得金額が 1,000万円以下 

の場合に適用されます。 

 

 
 

・妻 B さんは専業主婦で収入はありません。 

・納税者である A さんの合計所得も総所得の 445万円、退職所得の

255万円の計 700万円であることから、配偶者控除の適用が可能で

す。 

 

  



③不適切☓ 

扶養控除については、配偶者以外で納税者本人と生計を一にする親

族が対象で、対象となる親族の合計所得金額が 38万円以下の場合

に適用可能です。 

 扶養控除 特定扶養親

族 

扶養控除 老人扶養親

族 

控除対象年

齢 

16 歳〜19

歳未満 

19 歳〜23

歳未満 

23 歳〜70

歳未満 

70 歳以上 

控除額 38万円 63万円 38万円 同居 58万

円 

別居 48万

円 

 

A さんの家族では 

 
 

長女 Cさんは給与収入の 180万円を得ていますので、対象外。 

二女 Dさんは収入がありませんので、扶養控除(38万円)の対象。 

  



【第 4 問】 次の設例に基づいて、下記の各問(《問 10》〜《問

12》)に答えなさい。 

 

 
 

  



《問10》 被相続人の居住用財産(空き家)に係る譲渡所得の特別控

除の特例(以下、「本特 例」という)に関する次の記述①〜③につ

いて、適切なものには○印を、不適切なものには×印を解答用紙に

記入しなさい。  

 

① 「本特例の適用を受けるための要件の1つとして、1981(昭和56)

年5月31日以前に建築された戸建て住宅であることが挙げられま

す。本特例の適用を受けるためには、家屋を取り壊して更地で譲渡

するか、家屋を一定の耐震基準でリフォームしてからその家屋の

み、またはその家屋とともに敷地を譲渡しなければなりません」  

 

② 「本特例の適用を受けるための要件の1つとして、敷地の相続税

評価額が1億円以下であることが挙げられます。甲土地の相続税評

価額は8,000万円になりますので、 Aさんは本特例の適用を受ける

ことができます」  

 

③ 「本特例と相続税の取得費加算の特例は、重複して適用を受け

ることができますので、適用を受けるための要件を確認し、適用漏

れがないようにしてください」 

 

 

【答え】 

①適切◯ 

空き家に係る譲渡所得の特別控除の特例では 

・相続開始まで被相続人が居住の用に供していた家屋で、相続、遺

贈によって空き家となった家屋 

・建築された年が昭和 56 年 5 月 31 日以前の家屋 

・区分所有建物登記のされていない建物であること(マンション等

は不可) 

・相続を開始した日から 3 年を経過する年の 12 月 31 日までの売却

であること 

・1億円以下の売却であること。等 

 

建築された年が昭和 56 年 5 月 31 日以前の家屋で、一定の耐震基準

を満たすか、家屋を取り壊し、更地にする等の要件を満たせば適用

可能です。 



②不適切☓ 

特例の要件として、1億円以下で売却することが挙げられます。 

相続税評価額はあくまで基準としての価額であり、被相続人がなく

なった日を基準とした時価等では、1億円以上での売却も考えられ

ます。 

 

 

 

③不適切☓ 

取得費加算の特例では、相続人が、相続により土地、建物や株式を

取得した場合には、相続税の申告期限の翌日以後3年を経過する日

までに売却した場合、相続財産の譲渡した場合の取得費加算の特例

により、納付した相続税のうち一定額を取得費に加算できます。  

しかし、空き家に係る譲渡所得の特別控除の特例との併用はできま

せん。 

 

 

  



《問11》 建設協力金方式の一般的な特徴等に関する以下の文章の

空欄①〜③に入る最も適切な語句を、下記の〈語句群〉のイ〜チの

なかから選び、その記号を解答用紙に記入し なさい。  

 

I 「建設協力金方式は、( ① )が建設資金を預託金としてAさんに

貸し付け、Aさんがこの資金を利用して店舗を建設し、その建物をY

社に賃貸する手法です。建設 資金は、賃料の一部で返済していく

ため、実質的には、Aさんの資金負担はありませんが、契約期間中

の撤退のリスクやそれに伴う建設協力金残債務の取扱いなど、契約

内容を事前に精査しておくことが必要です」  

 

II 「建設協力金方式により建設された建物は、相続税額の計算

上、貸家として評価され、土地は( ② )として評価されます。ま

た、所定の要件を満たすことで、土地は( ③ )事業用宅地等とし

て、小規模宅地等についての相続税の課税価格の計算の特例の適用

を受けることもできます」 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



【答え】 

1,建設協力金方式では、入居予定のテナントに建物の建設費を出し

てもらう方式で、建設費の借り入れなどの自己負担を減らせる方式

です。 

 

建設協力金方式 

(入居予定のテナントに建物の建設費を出してもらう方式) 

概要 建物は土地所有者が建設し、その建物に入居予定のテナ

ントから貸与された保証金等を建設資金の一部または全

部に充当して建物を建設する方式。建設完了後、テナン

トから保証金を差し引いた賃料を受け取る。 

メリット ・テナントが利用する部分の建設費の半額から全額を負

担する分、自己資金や借入を抑えることができる。 

・テナントが中途解約した場合には、一般的に保証金の

返済義務がなくなる。 

デメリット ・テナントが撤退したとき、残された建物の処理が複

雑。 

 

従って、正解は『①イ、Y社』です。 

  



2, 相続税額の計算上、A さんが所有する土地に、事業用として他者

へ貸し付けている場合には、貸家建付地として評価されます。 

不動産貸付用の宅地であれば、土地は貸付事業用宅地として、小規

模宅地の特例を受けた場合には敷地面積 200㎡を上限に 50%を減額

します。 

 

・小規模宅地等についての相続税の課税価格の計算の特例 

区分 要件 面積 割合 備考 

特定居住用

宅地 

被相続人の居住用で、取

得者が配偶者の親族 

330㎡ 80％ 特定居住用と

特定事業用の

併用では730㎡

まで適用可 

特定事業用

宅地 

被相続人の事業用で、取

得者が一定の親族 

400㎡ 80％ 相続税申告ま

で事業を引き

継ぐ 

貸付事業用

宅地 

不動産貸付用の宅地 

（賃貸マンショ等） 

200㎡ 50％ 相続税申告期

限までに譲渡

した場合は除

く 

 

 

【答え】 

従って、正解は『②ホ、貸家建付地 ③チ、貸付』です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



《問12》 甲土地上に耐火建築物を建築する場合における次の①、

②を求めなさい(計算過程の記載は不要)。  

  

① 建蔽率の上限となる建築面積 

② 容積率の上限となる延べ面積 

 

【答え】 

①【建ぺい率】 

 

建築面積=敷地面積×建ぺい率 

 

防火規制の異なる土地に建築物を建築する場合には、その敷地全部

について、厳しい方の規制が適用されます。また 

 

・耐火建築物を防火地域内で建築する場合 

 

・特定行政庁が指定する角地である場合 

 

いずれかの場合には建ぺい率の緩和を受けることができ、それぞれ

の場合で 10%(両方に該当する場合には 20%)の緩和を受けられま

す。 

 

また、指定建ぺい率が 80%の場合で、防火地域に耐火建築物を建築

する場合には建ぺい率の制限はありません。(100%となる) 

 

本問では、指定建ぺい率が 80%で防火地域に耐火建築物を建築する

予定ですので、建ぺい率の制限はなく 100% 

 

甲土地の建蔽率の上限となる建築面積 

320㎡×100%=320㎡ 

 

 

従って、正解は『320㎡』です。 

 

 

 



②【容積率】  

[計算式] 

容積率=延べ面積÷敷地面積 

延べ面積=敷地面積×容積率 

 

・容積率の制限 

容積率は、前面道路の幅員によって制限を受けます。 

 

前面道路が 2 つ以上ある場合は、最も幅の広いものが道路の前面道

路となります。 

 

[前面道路の幅員による容積率] 

 

・前面道路の幅員が 12m以上の場合の容積率は「指定容積率」とな

ります。 

・前面道路の幅員が 12m未満の場合の容積率 

 

住居系用途地域・・・前面道路の幅員×4/10 

その他の用途地域・・前面道路の幅員×6/10 

 

12m未満の場合は、「指定容積率」と「前面道路の幅員×法定乗数

(4/10 または 6/10)」のいずれか、小さい方が限度となります。 

本問では、幅の広い道路の幅員は 6ｍです。 

12m未満ですので、指定容積率か、いずれかの小さい方となりま

す。 

 

6×6÷10=360%    指定容積率は 400% 従って 360%を使用 

 

甲土地の容積率の上限となる延べ面積 

320㎡×360%＝1,152㎡ 

 

従って、正解は『1,152㎡』です。 

 

  



【第 5 問】 次の設例に基づいて、下記の各問(《問 13》〜《問

15》)に答えなさい。 

 
 

  



《問13》 X屋の事業承継に関する以下の文章の空欄①〜④に入る

最も適切な語句または数値を、下記の〈語句群〉のイ〜ルのなかか

ら選び、その記号を解答用紙に記入しなさい。  

 

I 「2019年度税制改正において、個人の事業用資産についての贈与

税・相続税の納税猶予および免除の特例 

(以下、「本特例」という)が創設されました。本特例の適用を受け

た場合、後継者が先代事業者から贈与または相続等により取得した

特定事業用資産に係る贈与税・相続税の( ① )の納税が猶予されま

す。後継者は、2019年4月1日から2024年3月31日までの5年間に個人

事業承継計画を( ② )に提出し、確認を受ける必要があります。ま

た、特定事業用資産とは、先代事業者の事業の用に供されていた宅

地等( ③ )m²まで)、建物(床面積800m²まで)、その他一定の減価償

却資産で青色申告書の貸借対照表に計上されていたものをさしま

す」  

 

II 「長男CさんがAさんの相続によりX屋店舗敷地を取得した場合、

所定の要件を満たすことで、特定事業用宅地等として、小規模宅地

等についての相続税の課税価格の計算の特例の適用を受けることが

できます。特定事業用宅地等に該当するX屋店舗敷地は、( ③ )m²

までの部分について、通常の価額から80%相当額を減額した 金額

を、相続税の課税価格に算入すべき価額とすることができます」  

 

III 「本特例の適用を受けて相続等により取得した事業用の宅地

は、特定事業用宅地等に係る小規模宅地等についての相続税の課税

価格の計算の特例の対象( ④ )」 

 

 

  



【答え】 

I. 

個人の事業用資産についての贈与税・相続税の納税猶予および免除

の特例とは、青色申告者として事業を行っていた人の事業後継者と

して都道府県知事より、円滑化法の認定を受けた人が、特定事業用

資産を平成31年12月31日から令和10年12月31日までに相続、または

贈与によって取得した場合に、一定の要件を満たすことで、特定事

業用資産にかかる贈与税、相続税の( ①全額)が猶予され、後継者

の死亡等の事由であれば、贈与税・相続税の猶予されている納税分

が免除となります。 

 

・適用を受ける者は( ②都道府県知事)へ「個人事業継承計画」を

提出すること(期限は平成31年4月1日から令和6年3月31日迄) 

※特定事業用資産とは贈与、相続のあった日の属する年の前年分事

業所得に係る青色申告書の貸借対照表に計上されていたもので、贈 

与者または被相続人の事業の用に供されていた資産 

 

『上記の適用を受けるためには以下の要件』 

１．( ③宅地等(上限400㎡) ) 

２．建物(上限800㎡) 

2以外の減価償却資産で以下のいずれか 

a)固定資産税の課税対象のもの 

b)営業用の標準税率が適用される自動車税および軽自動車税 

c)運送用などの自動車、生物、無形固定資産 

 

 

従って、正解は『①へ、全額 ②チ、都道府県知事 ③ハ、

400 』です。 

 

  



II. 小規模宅地等についての相続税の課税価格の計算の特例の適用

を受けた場合には、特定事業用宅地等では400m²までの部分につい

て、80%相当額の減額となります。 

 

・小規模宅地等についての相続税の課税価格の計算の特例 

区分 要件 面積 割合 備考 

特定居住用

宅地 

被相続人の居住用で、取

得者が配偶者の親族 

330㎡ 80％ 特定居住用と

特定事業用の

併用では730㎡

まで適用可 

特定事業用

宅地 

被相続人の事業用で、取

得者が一定の親族 

400㎡ 80％ 相続税申告ま

で事業を引き

継ぐ 

貸付事業用

宅地 

不動産貸付用の宅地 

（賃貸マンショ等） 

200㎡ 50％ 相続税申告期

限までに譲渡

した場合は除

く 

 

 

III.小規模宅地等についての相続税の課税価格の計算の特例および

個人の事業用資産についての贈与税・相続税の納税猶予および免除

の特例は併用できません。 

 

 

従って、正解は『④ル、とはなりません』です。 

 

  



《問14》 Aさんの相続等に関する次の記述①〜③について、適切

なものには○印を、不適切なものには×印を解答用紙に記入しなさ

い。  

 

① 「遺産分割をめぐる争いを防ぐ手段として、遺言の作成をお勧

めします。自筆証書遺言は、遺言者が、その遺言の全文、日付およ

び氏名を自書し、これに押印して作成するものでしたが、自筆証書

遺言の方式が緩和され、自筆証書遺言に添付する財産目録をパソコ

ン等で作成することが可能となりました」 

 

② 「遺言により、相続財産の大半を妻Bさんおよび長男Cさんが相

続により取得した場合、長女Dさんの遺留分を侵害するおそれがあ

ります。仮に、遺留分算定の基礎となる財産を4億円とした場合、

長女Dさんの遺留分の金額は5,000万円となります」  

 

③ 「自宅の敷地と賃貸アパートの敷地について、小規模宅地等に

ついての相続税の課税価格の計算の特例の適用を受けようとする場

合、適用対象面積の調整はせず、それぞれの宅地の適用対象の限度

面積まで適用を受けることができます」 

 

 

  



【答え】 

①適切◯ 

自筆証書遺言では、遺言全文、日付及び氏名を遺言者が自書しなけ

ればなりませんのでパソコン等での作成では認められません。 

しかし、自筆証書遺言書に添付する財産目録についてはパソコンで

の作成も可能です。 

 

 

②適切◯ 

遺留分とは相続人が最低限の受け取ることの出来る資産で、遺留分

権利者が直系尊属(父母や祖父母等)のみの場合では1/3,それ以外で

は1/2となっています。 

 
本問の場合には長女Dさんの法定相続分は1/4です。 

遺留分として更に1/2となりますので、1/8となります。 

遺留分算定の基礎となる財産を4億円とした場合には、 

4億円÷8=5,000万円 

 

  



③不適切☓ 

小規模宅地等についての相続税の課税価格の計算の特例では、それ

ぞれの宅地の上限面積まで減額対象です。 

本問のように、自宅の敷地と賃貸アパートの敷地のそれぞれで適用

を受ける場合には、適用対象面積は調整されます。 

ただし、特定居住用宅地等と特定事業用宅地等との併用では調整さ

れません。 

 

・小規模宅地等についての相続税の課税価格の計算の特例 

区分 要件 面積 割合 備考 

特定居住用

宅地 

被相続人の居住用で、取

得者が配偶者の親族 

330㎡ 80％ 特定居住用と

特定事業用の

併用では730㎡

まで適用可 

特定事業用

宅地 

被相続人の事業用で、取

得者が一定の親族 

400㎡ 80％ 相続税申告ま

で事業を引き

継ぐ 

貸付事業用

宅地 

不動産貸付用の宅地 

（賃貸マンショ等） 

200㎡ 50％ 相続税申告期

限までに譲渡

した場合は除

く 

 

  



《問 15》 現時点(2019 年 9 月 8 日)において、A さんの相続が開

始した場合における相続税 の総額を試算した下記の表の空欄①〜

③に入る最も適切な数値を求めなさい。なお、 相続税の課税価格

の合計額は 3億円とし、問題の性質上、明らかにできない部分は

「□ □□」で示してある。 

 
 

 
 

  



【答え】 

①・遺産にかかる基礎控除額の算出方法は 

3,000万円＋600万円×法定相続人の数です。 

A さん家族の法定相続人は 

 
妻 B さん、長男 Cさん、長女 Dさんの 3名ですので、 

3,000万円＋600万円×3=4,800万円 

従って、正解は『①4,800』です。 

課税遺産総額(a)-(b) 

相続税の課税価格の合計額 3億円—遺産にかかる基礎控除額 4,800

万円=2億 5,200万円 

 

課税遺産総額を法定相続人に分配すると 

相続人の範囲と順位、法定相続分 

配偶者のみ 相続分すべて 

順位 範囲 法定相続分 配偶者 配偶者なし 

第１順位 子 1/2で均等分 1/2 すべてを均等 

第２順位 直系尊属 

父母･祖父

母の順 

1/3で均等分 2/3 すべてを均等 

第３順位 兄弟姉妹 

第1,第2が

いない 

1/4で均等分 3/4 すべてを均等 

 

A さんの家族では、妻 B さん 1/2、子は長男 Cさん、長女 Dさん 2

名となり各 1/4 となります。 

 

分割した各相続額を速算表に照らして計算します。 



 
妻 B さん=2億 5,200万円÷2×40%-1,700万円=3,340万円 

      (1億 2,600万円) 

 

長男 Cさん, 長女 Dさん 

=2億 5,200万円÷4×30%-700万円=1,190万円② 

      (6,300万円) 

 

 

3 人の合計 

3,340万円＋1,190万円＋1,190万円=5,720万円 

 

相続税の総額は 5,720万円③ 

 

 

従って、正解は『①4,800 ②1,190万円 ③5,720万円』です。 

 

 

 

 

 

 

 

-終- 

 


